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ごあいさつ  

当 社 の 社 会 的 責 任とは  

会 社 概 要  スター精密株式会社 

１９４７年２月 

１９５０年７月 

取締役社長　佐藤 肇 

１２７億２千１百万円 

６３９名（２００９年２月２８日現在） 

(注)契約社員等の年間平均雇用人員１５５名を除く 

１.特機（小型プリンタ、カードリーダライタ） 

２.コンポーネント（電子ブザー、マイクロフォン、スピーカー、レシーバー） 

３.工作機械（ＣＮＣ自動旋盤等工作機械） 

４.精密部品（腕時計部品、通信機器用・自動車用・医療用等部品） 

連結：５６９億５千２百万円　単体：３４２億１千１百万円（２００９年２月期） 

社 名  

創 業  

設 立  

代 表 者  

資 本 金  

従 業 員 数  

 

営 業 品 目  

 

 

 

売 上 高  

　当社は設立以来、半世紀以上にわたり小型精密加工・組立技術をコアに高付加価値製品を創り出し、

販売および生産を海外に展開し、グローバル企業として成長してきました。２００８年に発生した米国の金

融危機を発端に世界経済は急激な変化をみせており、非常に厳しい事業環境のなかにありますが、当

社がこれまで重視してきました「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」への対応は変えることなく、さらなる充

実を図っていくことが重要と考えています。 

　とりわけ製造業である当社にとって、環境問題は避けて通ることができないことであると認識しており、

事業を広く世界に展開する企業としてグローバルな視点での環境保護への取り組みを推進する必要が

あります。こうしたことから昨年１１月、企業行動規範の改正を行い環境保護に向けてさらなる積極姿勢を打ち

出すとともに、海外子会社まで含めたグループ全体での規範統一を行いました。 

　企業は社会の一端を担うものであり、また社会とともに発展していく存在でなくてはなりません。当社が

これまで成長を続けてこられたのは、その技術力もさることながら、信頼される

スターブランドを築くために従業員一人ひとりがお客様や社会に対して誠実に

行動するという企業文化に寄るところが大きいと確信しています。当社は、

これまで培ってきた優れた企業文化をさらに発展させ、社会・環境・経済に

おいてバランスの取れた企業活動を進めることで、社会の持続的発展に

寄与することを目指します。 

　皆様からのご理解とご支援をいただけますようお願い申し上げます。 
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●（株）ミクロ札幌 

●（株）ミクロ富士見 

●スターメタル（株） 

●（株）ミクロ菊川 

国内子会社 （生産会社） 

（その他） 

（生産会社） 

（生産会社） 

●本社 

　品質技術センター 

●特機事業部 

●コンポーネント事業部 

●機械事業部 

●精密部品事業部 

事　業　所  

 

庵原工場 

庵原工場 

菊川工場、東京営業所、大阪営業所、名古屋営業所、諏訪営業所 

富士見工場 

●スターマイクロニクス アメリカ･ＩＮＣ（ＳＭＡ）  

●スターマイクロニクス アジア･ＬＴＤ（ＳＭＨ） 

●スターマイクロニクス ヨーロッパ･ＬＴＤ（ＳＭＥ） 

●天星精密有限公司 

●斯大精密（大連）有限公司 

●スターマイクロニクス･ＡＧ（ＳＭＡＧ） 

●スターマイクロニクスＧＢ・ＬＴＤ（ＳＭＧＢ） 

●スターマイクロニクス・ＧｍｂＨ（ＳＭＧＨ） 

●スターＣＮＣマシンツールＣｏｒｐ.（ＳＭＴＣ） 

●スターアメリカ ホールディング･ＩＮＣ（ＳＡＨ） 

●上海星栄精機有限公司 

●スターマシンツール フランス・ＳＡＳ（ＳＭＴＦ） 

●上海星昂機械有限公司 

●スターマイクロニクス（タイランド）Ｃｏ.,  ＬＴＤ（ＳＭＴＬ） 

●Ｓ＆Ｋ プレシジョン テクノロジーズ（タイランド）Ｃｏ.,  ＬＴＤ（Ｓ＆Ｋ） 

●スターマイクロニクス･ＡＢ（ＳＭＡＢ） 

（アメリカ：販売会社） 

（香港：販売会社） 

（イギリス：販売会社） 

（香港：生産会社） 

（中国：生産会社） 

（スイス：販売会社） 

（イギリス：販売会社） 

（ドイツ：販売会社） 

（アメリカ：販売会社） 

（アメリカ：持株会社） 

（中国：生産会社） 

（フランス：販売会社） 

（中国：販売会社） 

（タイ：販売会社） 

（タイ：生産会社） 

（スウェーデン：販売会社） 

主　　　な 

海外子会社 

ＳＭＡ 

ＳＡＨ 

ＳＭＴＣ 
ＳＭＴＦ 
ＳＭＡＧ 

ＳＭＧＨ 

ＳＭＡＢ 

本 社 

Ｓ＆Ｋ 
ＳＭＴＬ 

天星精密 ＳＭＨ 
上海星栄精機 上海星昂機械 

新大精密 

ＳＭＧＢ 

ＳＭＥ 
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事業所およびスターグループ・ネットワーク（２００９年５月２８日現在） 



当社は、常に成長する分野に身を置き、成長する地域に事業展開するグローバルグループ経営を目指しています。

グローバルな視点での企画・開発・販売の最適化、環境管理活動の推進を重点施策として、社会的責任を果たすと

ともに、企業価値の増大に努めています。 
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事 業 概 要  

当社が、創業以来培ってきた精密加工技術に先端エレクトロニクス技術を融合させることで生まれた

独自のメカトロニクス技術。特機事業の小型プリンタ、リライトカードリーダ･ライタの製品は、しっかりと

したメカトロニクス技術を土台として創り出されています。 

様々な市場に合わせた製品開発で、特機事業の製品は世界各地の多彩な分野で活躍しています。また、

海外での生産体制もいち早く確立し、グローバルに先進技術と高品質を追求する姿勢が、信頼の

スターブランドを支えています。 

伝統の精密加工技術と先端エレクトロニクスの融合で、独自のメカトロニクス技術を確立 

特 機 事 業  

「音」への探求から生まれた超小型・薄型、高音質の技術を背景に、世界市場で  

 当社の小型音響部品が勇躍  

コ ン ポ ー ネ ント 事 業  

小型プリンタ 

電子ブザー  マイクロフォン スピーカー  レシーバー  

リライトカードリーダ・ 
ライタ 

経 営 M a n a g e m e n t
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携帯電話や各種デジタル機器に搭載される当社の小型音響部品。 

これまでに世界最小のマイクロフォン、高音質のレシーバーなどを製品化し、世界市場をリードして

きました。また、更なる高付加価値製品として高性能小型ヘッドフォンのＯＥＭ供給も拡大しています。

これは、常に小型音響部品に求められるニーズに応え、精密加工技術をコアとして、あらゆる角度から

「音」を追求し続けてきたことによるものです。 

今後も小型音響部品の総合メーカーとして、高音質・高性能の製品を提供していきます。 



当社の工作機械製造の歴史は、自社で部品を加工するために自ら部品用加工機を製造したことに

始まりました。当社のマシンは、「ユーザーが、ユーザーのために作るマシン」の考えのもとに生み

出されています。 

グローバル展開は、１９６２年の自動旋盤のイギリス向け輸出に端を発し、現在では欧米をはじめ、世

界の生産拠点として注目を集めるアジアでも生産・販売・サービス体制を構築しています。 

また、独自の新世代最適制御技術であるスターモーションコントロールシステムを開発するなど

最新の技術をもって常にユーザーニーズに応えています。 

工 作 機 械 事 業  

ニーズを知り尽くしたユーザーがつくる、ユーザーのための高性能マシン 

ＣＮＣ自 動 旋 盤 等 工 作 機 械  

腕 時 計 部 品  医 療 用 部 品  

パソコン・各種デジタル  
関連機器用部品  
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精 密 部 品 事 業  

当社の原点ともいえるのが精密加工技術であり、現在も腕時計部品の加工では、国内トップクラスの

ポジションを築いています。 

そこで培った技術を活用し、医療用、通信機器用、自動車用、パソコン･各種デジタル関連機器用など

時代の先端を行く分野にも積極的に領域を拡大しています。 

当社は、切削・塑性加工・表面処理･組立と、精密部品加工の一貫生産体制を整えている数少ない

メーカーのひとつです。社内の総合的な知識･技術体系を常に発展させ、新たな精密加工分野に

挑戦し続けています。 

精密加工技術で培ったノウハウを活かし、最先端分野の加工領域ヘ 

経 営 M a n a g e m e n t
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当社では「スター精密グループ行動憲章」と「行動規範」を策定し、また「コンプライアンス委員会」を社内に設置して、

コンプライアンス体制の推進基盤としています。スター精密が社会にとって価値ある企業であり続けること、社会から

信頼される企業であり続けることを常に心におき、事業活動にあたることが私たちの務めです。 
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企 業 理 念  
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当社は、情報関連技術と小型精密加工、組立をコアとする技術集団であり、人間尊重を

揺るぎない基盤として、顧客第一主義を前提に、収益性の向上を目指し、革新的行動を

もって社会に貢献する。 

企 業 理 念  

わたしたち、スター精密の役員・従業員一人ひとりは、法令を遵守し、企業人・社会人

として求められる価値観・倫理観によって誠実に行動します。 

 
１．社会的に有用で、安全かつ高品質な製品・サービスを提供します。 

２．誠実で公正な事業活動を行います。 

３．企業情報を積極的かつ公正に開示し、適切な情報管理を行います。 

４．ゆとりと豊かさの実現を目指し、人間尊重に基づいた事業活動を行います。 

５．地球環境に配慮し、環境保全活動を積極的に推進します。 

６．「良き企業市民」として社会貢献活動に積極的に取り組みます。 

７．グローバル企業として海外各地の文化や慣習を尊重し、国際社会に貢献します。 

８．法令その他の社会規範および自ら定めたルールを遵守し、良識に従い行動します。 

９．経営トップは本憲章の精神の実現が自らの役割であることを認識し、その責務を
全うします。 

スター精密グループ行動憲章  
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当社は情報関連技術と小型精密加工、組立をコアとする技術集団として、環境管理

活動を企業の重要課題と位置づけ、地球環境と調和した社会の実現に貢献すべく、

事業活動を推進し、社会的責任を果たします。 

環境理念  

１.全社活動、製品、サービスにかかわる環境側面のうち、以下の項目を環境管理重点

テーマとして、取り組みます。各事業部（各工場）は、活動テーマを設定した環境

方針を作成し、実施します。 

●廃棄物の削減、再利用、リサイクル活動を推進します。 

●資源の有効利用と省エネルギーを推進します。 

●有害物質の使用削減及び化学物質の適正管理を行います。 

●環境に配慮した製品の開発・製造・サービスを推進します。 

●グリ－ン購入を推進します。 

●社内外に対する環境コミュニケーションの推進を行います。 

２.環境管理システムの継続的改善と汚染の予防活動を行います。 

３.環境側面に関連する法規、規制、地域協定を順守するとともに自主基準を定め

取り組みます。 

４.全社の環境活動状況および社会環境、利害関係者の要請を把握し、環境基本方針

を見直します。 

 

この環境憲章は、当社全従業員及び供給者に周知するとともに、一般の方にも

開示します。 

環境基本方針  

ス タ ー 精 密 環 境 憲 章  



当社では、企業価値の持続的な拡大に向け透明かつ効率的な経営に努め、その成果を、株主を

はじめとするステークホルダーに適切に配分していくことが、企業に期待される社会的責任であり、

コーポレート・ガバナンスの基本であると考えています。 

当社は監査役制度を採用しており、取締役会による迅速かつ合理的な意思決定と機動的な業務

執行に努める一方、意思決定と業務執行における公正性の確保の観点から、常勤を含め監査役

全員を社外監査役としています。また、会計監査については、有限責任監査法人トーマツと監査

契約を締結しており、監査役会と連携した適正な監査を受けています。 

さらに、法令および企業倫理の遵守を徹底するため、コンプライアンス活動を推進する専任部署を

設置するほか、「スター精密グループ行動憲章」・「スター精密グループ行動規範」を制定しています。

また、「リスク管理委員会」が企業をとり巻くリスクを定期的に評価し、リスク対応にあたるなど、

リスク管理体制を確立しています。 

コ ー ポ レ ート・ガ バ ナ ン ス  

CSR担当部門 内部監査部門 

各部門・従業員 

株 主 総 会  

会計監査人 監 査 役 会  リスク管理委員会 取 締 役 会  

経営会議 代 表 取 締 役  

選任・解任 

選任・解任 
選任・解任 

選任・解職・監督 報告 

指示 報告 指示 

内部監査 

連携 

会計監査 

監査 

意見 報告 連携 

監査 

コンプライアンス 
教育・啓蒙 

諮問 

社内報告 
制度 

08

コ ー ポレ ート・ガ バ ナ ン ス 体 制  

金融商品取引法（Ｊ－ＳＯＸ法）に基づいて、財務報告にかかわる内部統制構築のため、当社では専任

チーム「内部統制プロジェクト」を設置し、内部統制システムの整備を進めてきました。内部統制シス

テムの文書化と整備のフェーズはすでに完了しており、２００９年度は次ステップとして内部統制の有効

性評価に入ることになります。２０１０年２月期決算で、内部統制を有効と宣言する「内部統制報告書」提

出を目指して、内部統制システムの整備・強化を引き続き図ります。 

内 部 統 制 シ ス テ ム の 整 備  

SOCIAL&ENVIRONMENTAL 
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社 会 S o c i e t y

コ ン プ ラ イア ン ス  
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当社では、「スター精密グループ行動憲章」と「スター精密グループ行動規範」を制定し、当社グループの全従業員に適用してい

ます。また「コンプライアンス委員会」を社内に設置して、コンプライアンス体制の推進基盤としています。 

スター精密グループ行動規範については、コンプライアンス・ＣＳＲ活動のレベルアップや社内外における環境意識向上を踏まえ

て、２００８年１１月に改正を行いました。これに、行動規範とコンプライアンスに関する詳細な説明を合わせ、「スター精密グルー

プ行動憲章・行動規範～コンプライアンス実践の手引き」として冊子化し、子会社を含む国内全従業員に配布しました。また、海

外子会社には英・仏・独・中の４ヶ国語に翻訳し、配布しています。 

ｅラーニング、集合研修など全社レベルの基礎教育や、社内報、社内ホーム

ページなどを通じた啓蒙活動により、社内におけるコンプライアンスの理解

を深めています。２００８年度は販売職を対象に、法律解説など営業活動にか

かわる専門知識を養う社内セミナーを全社で実施しました。 

販売職向けコンプライアンス 
セミナーの様子 

スター精密グループ 
行動憲章・行動規範 

当社では、「コンプライアンス規程」を制定し、コンプライアンス推進体制を下図

のように定めています。 

コンプライアンスの基本方針（「コンプライアンス規程」より） 

１．会社は、コンプライアンスの不徹底が社の経営基盤を揺るがし得ることを十分に

認識し、コンプライアンスの徹底を経営の基本原則として位置づける。 

２．当社は、グローバルな事業活動において、世界に通用するコンプライアンス体制

をもって事業推進する。 

３．当社は、前項のコンプライアンス活動を展開し、これをもって株主・顧客・地域から

高く評価され、広く社会からの信頼を蓄積しゆるぎないものとして確立する。 

取 締 役 会  社 長  

コンプライアンス委員会 

委員長＝管理本部長 

ＣＳＲ推進担当 

委員会事務局 

回答・フィードバック 

推 進 組 織  相談 
通報 

意見  

社外専門家 

監査役 

役 員 ・ 従 業 員  

コンプライアンス 
最高統括責任者 

コンプ 
ライアンス 
担当者 

コンプ 
ライアンス 
担当者 

コンプ 
ライアンス 
担当者 

コンプ 
ライアンス 
担当者 

コンプ 
ライアンス 
担当者 

コンプ 
ライアンス 
担当者 

本社部門 事業部 事業部 事業部 国　内 
子会社 

海　外 
子会社 

指揮・統括 

報告 指導教育・啓蒙 

提案報告 指示 
承認 

監査 
意見 

報告 

相談窓口 

＝ 

コ ン プ ラ イア ン ス 推 進 体 制  
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当社では、社内におけるコンプライアンス問題の芽を早期に摘み取ることと、コンプライアンスについての

社内の理解度を高めることを目的として、「コンプライアンス相談窓口に関する規程」を制定しています。 

コンプライアンス委員会事務局にコンプライアンス相談窓口を設け、海外まで含めた全グループ従業員か

らコンプライアンス違反にかかわる相談・通報を受け付けています。また、コンプライアンスにかかわる疑

問や悩みなどにも答え、コンプライアンスに対する社内の理解を深めています。 

また、２００８年度には当社の一大生産拠点である大連工場（斯大精密(大連)有限公司）内にも現地のコンプ

ライアンス委員会とコンプライアンス相談窓口を設置し、本社との連携を取りながらいち早い対応が取れる

体制を整えました。 

職制による自浄作用に加え、このコンプライアンス相談窓口制度の運用によって、自らコンプライアンス問

題を発見して解決する会社の自浄能力を高め、全グループでコンプライアンスの強化を図っています。 

コ ン プ ラ イア ン ス 相 談 窓 口 制 度  

監 査 役  

地 震 リス ク  
対 策 部 会  

情報セキュリティリスク 
対策部会 

輸出管理リスク 
対 策 部 会  

コンプライアンスリスク 
対 策 部 会  

取 締 役 会  

報告・付議 

上申・報告 承認・指示 

意見 

監査 

対策部会は、常設部署、プロジェクトチーム、委員会など様々な形態 

＊ＣＲＯ（Ｃｈｉｅｆ Ｒｉｓｋ Ｏｆｆｉｃｅｒ）リスク管理最高統括責任者 

●管理本部長（事務局長） 
●総務人事部長 
●監査室長 
●総務室長 

委員長：社長（ＣＲＯ）＊ 

委　員：経営会議メンバー 

リ ス ク 管 理 委 員 会  委員会事務局  

リ ス ク マ ネ ジ メント 体 制  

リ ス ク マ ネ ジ メント  

企業は、事業を取り巻くあらゆるリスクを予測して日常の予防活動を行い、万一の事態に備えた対策を事前に準備し

それを実践できるようにしておかなければなりません。当社では、このような日常の予防活動と緊急時対応の双方を

合わせた「リスク管理規程」を制定し、社内のリスク管理体制を下図のように定めています。 

会社は、経営の健全性および企業価値の信頼性を確保するため、リスク管理を経営の

重要課題と位置づけ、以下の事項を実践する。 

 

１．経営上のさまざまなリスクを認識し、危機の発生を未然に防止するとともに、危機に

よる被害と社会への影響の極小化を図るために合理的でかつ適切な事前対処を行う。 

２．リスクごとに管理方針を定め、組織的な体制による継続的な管理サイクルを維持する。 

３．重大な事態が発生した場合は人々の安全を第一に、会社資産の保全と事業の速やかな

回復を図り、企業の社会的責任を果たすべく最大限努力する。 

リスク管理の基本方針（「リスク管理規程」より） 
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情報漏洩や個人情報紛失といった報道が目に付くように、情報セキュリティ管理の不備が大きな

信用問題となっています。 

保有する情報およびシステムが正確かつ安全に運営されるよう、当社における情報資産の全般的

セキュリティ管理方針を定めた「情報セキュリティ管理規程」を制定しています。 

情 報 セ キ ュリティ管 理  

東海地震が予測されている地域に本拠を置く当社は、「地震リスク対策部会」を設置して地震

リスクへの対応を進めています。これまで、各事業所建物の耐震診断を行ない、各工場の設備が

予想最大震度にも耐えうる強度を持っているかを確認しました。この中で本社工場の一部の建物

については県の定める耐震強度を満たしていないことがわかり、オフィスや生産設備移動の上、

除去工事を進めています。 

また、地震発生後のすばやい復旧と事業再開を確保すべく、ＢＣＰ（事業継続計画）の策定に

向けて現在、作業を進めています。 

地 震 リ ス ク 管 理  
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当社では、安全保障輸出管理体制を整備し、国際的な平和および安全の維持を目的として規制（リスト規

制、キャッチオール規制）されている貨物（武器、大量破壊兵器等の開発・製造に寄与する関連資機材、通常

兵器関連の汎用品）やこれらに関する技術の輸出等を、「安全保障輸出管理規程」に基づき行っています。 

また、全社レベルの基礎教育や、社内ホームページなどでの安全保障輸出管理の理解を広める活動も行っ

ています。 

安 全 保 障 輸 出 管 理  

安 全 保 障 輸 出 管 理 体 制  

取 締 役 社 長  

（取引審査責任者） 

事業部門責任者  （監査責任者） 

（取引審査担当者） 

部門責任者  

安全保障輸出管理委員会 

管 理 本 部  

待 機 事 業 部  

コンポ ー ネント事 業 部  

精 密 部 品 事 業 部  

機 械 事 業 部  

特 機 事 業 部 長  

技 術 企 画 部 長  

営 業 部 長  

生 産 管 理 部 長  

開 発 部 長  

営 業 部 長  

生 産 管 理 部 長  

開 発 部 長  

営 業 部 長  

製 造 部 長  

営 業 部 長  

製 造 部 長  

開 発 部 長  

技 術 企 画 部 長  

コンポーネント事業部長 

精 密 部 品 事 業 部 長  

機 械 事 業 部 長  

管 理 本 部 長  

監 査 室 長  

総 務 人 事 部 長  

輸出管理グループリーダー 

（２００９年５月２８日現在） 
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お 客 様 と の 関 わ り  

当社のＣＮＣ自動旋盤は、先進的な省エネ化など環境対応に優れた機械として三菱ＵＦＪリース（株）のグリ

ーンリースの対象機種に選定されています。 

お客様が、対象機種を三菱ＵＦＪリース（株）とのリース契約で導入すれば、リース物件はグリーン電力でま

かなわれていると認められ、「グリーン電力証書」が発行されます（対象はリース物件が１年間に消費する電

力量）。 

グリーンリースとは、三菱ＵＦＪリース（株）が、グリーン電力での発電を「日本自然エネルギー（株）」経由で

発電事業者へ委託し、そこで得られた環

境価値（発電実績）を対象機種（環境対応

に優れた機械・設備を設定）のリース契約

を介して希望するお客様へ「グリーン電

力証書」として割当配分するシステムで

す。（詳細については三菱ＵＦＪリース（株）のホームページを参
照願います。） 

環境対応に優れた機械 

※本図は了承を得て三菱ＵＦＪリース（株）のホームページより転載したものです。 

当社では、個人情報保護法に基づいて、顧客情報・取引先情報・株主情報・従業員情報などの個人

情報の管理に関して、「個人情報管理規程」を制定しています。 

さらに「会社支給携帯電話の取り扱い」や「ノートＰＣの紛失、盗難による情報漏洩防止対策に

ついて」などの社内連絡文書で具体的な注意喚起を図っています。 

個人情報は、「会社のモノ」ではなく、「お預かりしている他人の財産」として、当社の保有する

個人情報が漏洩することのないように適切に管理しています。 

個 人 情 報 の 保 護  

製 品 の 品 質  

世界中で広く愛されているスターブランドの成長を支えているのは、グローバルな競争にも打ち勝つ高い

品質です。品質マネジメントシステムの国際規格ＩＳＯ９００１やＩＳＯ１３４８５（医療機器）、ＩＳＯ／ＴＳ１６９４９（自

動車産業）を取得するなど、常に最高レベルの品質を追求し、維持する体制を作り上げています。なお、品質

管理業務については「品質管理規程」に基づき行っています。 

「品質技術センター」は各種試験機器を備え、コンポーネント事業および特機事業の製品認定試験、電気安

全規格申請を主業務とし、製品の品質向上を目指して業務を行っています。 

将来的には、国際的に認定された試験所であることを表すＩＳＯ

１７０２５の取得や他社の評価を受託することも念頭に入れつつ、多く

の優れた技術者を支援できる場にしていく考えです。 

品質保証活動 

品 質 技 術 セ ン タ ー  

お客様に高い品質の製品をお届けするためには、必要な技能・技術を持った人材の育成が欠かせません。

特に工作機械の製造において、機械の性能向上には熟練を要する

「きさげ作業」という“匠の技”が必要となります。 

この作業は、機械加工に置き換えることができず、人間の力に

頼らざるを得ません。ベテランから若手への技術伝承が重要な

要素となります。 

技能・技術の伝授 

“ 匠 の 技 ”「 き さ げ 作 業 」 
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当社では、品質、価格、納期を追求した調達はもちろんのこと、法令遵守、人権尊重、環境配慮への取り組みを働きかけて、

取引先とのパートナーシップの強化を図っています。 

当社では、企業の社会的責任として環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証取得を

行い、環境方針に基づき環境活動を推進しています。 

関係取引先につきましても本活動へのご理解をいただき、当社に搬入する製品・部品・原材料等のグリーン

調達、含有する環境負荷物質およびその生産工程で使用する化学物質の含有物低減および安全性の高い

物質への変更等、環境への取り組みや環境教育の実施にご協力をいただいています。 

環 境 活 動 へ の 取 り 組 み  

当社（関連会社を含む）では、企業活動を通して購入するものについて、環境負荷を総合的に低減し、

地球環境保全と循環型社会構築に積極的かつ継続的に貢献することを目的としてグリーン購入を

推進しています。 

また、当社で生産する製品を構成する部品・材料・副資材・梱包材等に含有する環境負荷物質およびその生

産工程で使用する環境負荷物質について、含有禁止・全廃および適正管理の区分を明確にし、社内および社

外に対し周知徹底を図ることを目的としてグリーン調達ガイドラインを制定しています。 

グ リ ー ン 購 入 ／ グリ ー ン 調 達  

環 境 を 巡 る 動 き  

お客様からの要求  

グリーン調 達  

国からの規制  

環境負荷物質規制 

投資家からの選択  

エ コ 投 資  

消費者からの選択  

グリーン購 入  

環境意識の高まり 待ったなしの変革  外 圧  
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適 正 取 引  

購入先との適正取引（「スター精密グループ行動規範」より） 

１．購入先・製造委託先等との取引は、良識と誠実さをもって、公平かつ公正に行います。 

２．購入先・製造委託先等を選定する場合には、品質、価格、納期、技術力、環境への配慮、

社会的責任への対応等客観的な基準に基づいて公平に比較、評価し、最適な取引先を

決定します。 

３．購入先・製造委託先等の選定や評価に影響力を持つ立場を利用して、特定の購入先・製造委

託先に有利な待遇を与えるような行為はしません。 

４．個人として、購入先や製造委託先等との取引においてリベートやコミッション、謝礼等は受け

取りません。 

５．下請事業者と取引を行う際には、下請法を十分に理解したうえで支払遅延等の行為を行わ

ないように留意します。 



14

株 主・投 資 家 と の 関 わ り  

ディス ク ロ ー ジャ ー 方 針  

当社では、東京証券取引所の定める適時開示規則に従い、適時・適正な情報の開示を行っています。

また、適時開示規則に該当しない情報であっても、株主や投資家の皆様に当社を理解していただく

ために有用と判断されるものについては、積極的に開示を行っています。 

株 主 総 会  

当社では、毎年５月に定時株主総会を開催しています。招集通知の英訳をＷｅｂサイトに掲載するなど、

議決権を行使するにあたり十分に議案内容をご理解いただけるよう努めています。 

また、総会終了後には、当社への理解をいっそう深めていただけるよう、本社ショールームにおいて製

品紹介をさせていただく機会も設けています。 

株 主 還 元  

利益配分については、配当と自己株式取得の合計額の連結純利益に対する比率を「株主還元性向」

として、中期的には６０％を目標に、現金配当を主体としながら機動的な自己株式取得・消却を行って

いく方針です。また、資本効率と配当性向を勘案したＤＯ

Ｅ（株主資本配当率）もあわせて考慮してまいります。 

２００９年２月期末の配当については、減収減益となりまし

たので前期末に比べ１５円減配の１５円とさせていただき

ました。これにより、２００９年２月期の配当金は中間配当

の３０円とあわせ４５円となり、配当性向は５２．５％となりま

した。また、２０１０年２月期の配当については、業績見通し

は当期損失と厳しい状況ではありますがＤＯＥなどに鑑

み、年間で２２円（中間、期末ともに１１円）を予定しており

ます。 

個人投資家向け会社説明会 

Ｉ Ｒ 活 動  

当社では、株主、投資家、アナリストなどに向けてＩＲ活動を実施しています。 

年２回のアナリスト向け決算説明会をはじめ、個人投資家向け会社説明会、機関投資家との個別ミーティン

グなど積極的なＩＲ活動を展開しています。 

また、タイムリーで正確な経営情報を開示するために、「報告書（ＳＴＡＲ’Ｓ ＲＥＰＯＲＴ）」、「アニュアルレポ

ート」、「有価証券報告書」など、さまざまなツールを用意しています。 

特にホームページによる開示を公平な

情報開示のための重要な手段と認識

しており、当該情報を速やかにホーム

ページ上の「投資家情報」に掲載して

います。 

■期末配当　■中間配当 

■配当性向　■ＤＯＥ 
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■１株当たり配当額／配当性向／ＤＯＥ 
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※２０１０年２月期（予想）は当期純利益がマイナスとなるため、 

配当性向を算出しておりません。 
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従 業 員 と の 関 わ り  

雇 　 用  

当社では、従来より一貫して人物本位の採用をおこなっています。選考方法も、人物・人柄を知るうえ

で直接向き合って話をすることが一番と考え、面接を主体とした採用方針を掲げています。 

また、選考の際は若手社員から役員まで幅広い層が面接官として立ち会うことで、より多角的な視点

を持って「その人となり」というところを受け止められるように努めています。 

採用に関する方針 

６５歳までの継続的な雇用機会の提供を義務付ける｢改正高年齢者雇用安定法｣が、２００６年４月に施行さ

れました。これに対応して当社では、正社員の６０歳以降の雇用について、希望者全員に対して子会社を

通じて６５歳（契約は１年更新）までの継続雇用を保証する再雇用制度を実施しています。また、契約従業

員についても、希望者を子会社で再雇用しています。 

再雇用制度 

当社では、障害者雇用に対する専門的な管理を行い、各自の特性に合わせた職域の開拓を行うことで労働

環境の整備を進め、社会的に要請が高まっている障害者の雇用促進を図ることを目指しています。 

行政を含めた地域からの期待は大変高いものがあり、地域への貢献も合わせ、当社の社会的責任を果たす

もののひとつと考えています。当社の２００９年２月末時点の障害者雇用率は、２．２７％（法定雇用率は１．８％）

となっています。 

障害者雇用 

会社全体としての技能系のレベル維持・向上を図るには、ベテラン従業員の持っている技能の

継承をスムーズに行うことと、多能工化の推進が不可欠です。 

当社では、技能者の技能修得意欲の向上を目的に、国家資格である技能士の資格取得を推進する

制度を導入しています。 

技能士資格取得報奨制度 

研 修 の 様 子  

人 材 の 育 成  

当社では、人材育成のために新入社員、中堅社員から管理職にいたるまでの段階的な教育に加え、セミナー

や勉強会を随時開催しています。さらに自主的な能力開発をサポートする通信教育制度を充実させていま

す。なお、人材育成については、下図のポイントに基づき行っています。 

教育研修 
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人 材 教 育 の 重 要 ポ イ ン ト  

主体的な意志をもった自立的集団 
①自立・自己責任意識 
②殻破り（過去の慣習にとらわれない） 
③視野拡大・視点向上 
④問題解決と率先実行 
⑤部下育成（上下隔たりのないコミュニケーション） 

営業ニーズ 

自己啓発支援 

階層別教育 目的別教育 ＯＪＴ（職場内教育） 

企業価値の向上 

個人 
ニーズ 

①能力・知識の向上 
②キャリア開発 
③生涯学習 

ＯＦＦ－ＪＴ（ 集 合 教 育 ） 
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働 き や す い 職 場 環 境 づ くり  

当社では、子育てや介護が必要となった従業員には、安心して働けるように育児休業制度、

介護休業制度を設け、育児や介護に取り組みやすい環境を整備しています。 

職場では、従業員の休業時、復帰時のフォロー協力体制も整っています。 

育児・介護休業制度 

当社では、従業員の人権を尊重し、差別や嫌がらせのない職場環境づくりのため、「スター精密グループ行

動規範」に基づき行動しています。 

また、職場におけるストレスの一つにセクハラの問題があげられますが、セクハラに関する相談窓口として

ホットラインを設置し、対応を図っています。なお、コンプライアンス委員会事務局に設置されている「コン

プライアンス相談窓口」でもセクハラに関する相談を受け付けています。 

人権尊重・差別禁止 

当社では、労働組合と経営者が、労働条件や人事諸制度について定期的に交渉・協議を行う

意見交換の場として経労協議会（中央経労協議会・支部経労協議会）を設けており、相互信頼に

立った労使関係を築いています。 

労使関係 

労働環境が著しく変化する現代においては、職場におけるメンタル不調者は急

激に増大しています。当社では、従業員のストレスや悩みを解消するためのメン

タルヘルスケアを目的として、社員全員を対象にメンタルヘルスセミナーを実

施しています。 

社内にメンタルヘルスに関する相談窓口を設置。また、当社産業医を外部の指

定診療機関に設定し、従業員の受診・相談にも応じています。 

更に、２００６年度より外部カウンセリングサービス（ＥＡＰ：従業員支援プログ

ラム）を導入し、メンタルヘルスケア対策の強化に努めています。 

メンタルヘルスケア 
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当社では、有機溶剤・特定化学物質を使用している屋内作業場で、年２回の作業環境測定を実施してい

ます。測定結果は、第１管理区分と評価され、排気装置などの管理の継続的維持に努めています。 

作業環境の測定 

当社では、定期健康診断（年１回）・特殊健康診断（年２回：有機溶剤使用者・電離放射線業務従事者対象）を

実施するとともに、人間ドック補助制度により人間ドックが割引料金で受診でき、また、福利厚生制度により

スポーツ施設が割引料金で利用できるなど、従業員の健康増進を支援しています。 

２００８年度からはメタボリックシンドロームへの対策として、４０歳以上の被保険者・被扶養者に対する「特定

検診」と「特定保健指導」が導入され、従業員とその家族の健康管理をサポートしています。 

健康管理 

健康増進法の遵守や職場の安全衛生配慮の観点から、厚生労働省の主導する「職場における喫煙

対策のためのガイドライン」に基づき、当社では、各事業所に「喫煙室」を設置し、これ以外の場所は

全館禁煙としています。また、受動喫煙の防止という趣旨から、来社されるお客様にも館内での禁煙に

ご協力いただいています。 

受動喫煙防止対策 

当社では、防災訓練の一環として「普通救命講習会」を所轄の消防

署のご協力により毎年実施しています。応急手当や出血時の対応、

心肺停止時の蘇生法、ＡＥＤの使い方など、シミュレーションや実技

を交えての内容となっています。いざというときに誰もが対応でき

るよう、従業員全員の受講を進めています。 

普通救命講習の受講 

労 働 安 全 衛 生  

従業員の安全衛生意識の高揚をはかり、災害や疾病の予防を目的として、当社では、各事業所に

「安全衛生委員会」を設置しています。委員会は毎月１度開催され、日常の安全衛生に関わる指導・

教育や工場内のパトロールなど、安全衛生向上に向けた活動に取り組んでいます。 

なお、２００８年度の労働災害（業務災害および通勤災害）は１３件でした。 

労働災害の防止（安全衛生管理） 

交通事故防止活動の一環として、静岡県安全運転管理協会の「交通事故防止コンクール」に、本社が

使用する業務用車両ならびに従業員の通勤用車両を対象として毎年参加しており、交通事故の

一掃を図ることを目的としています。 

従業員が無事故無違反を目指すことにより、事業所の発展・運転者の安全・地域社会の交通安全に

貢献できます。 

また、菊川地区安全運転管理協会の「交通事故防止コンクール」にも１チーム５名編成で毎年参加

しています。 

通勤災害の防止 

社 内 に 設 置 さ れ た ＡＥＤ  
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社 会 貢 献 活 動 の 推 進  

社会貢献活動の基本方針 

当社では、「スター精密グループ行動規範」に宣言するとおり、ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動のひとつとし

て社会貢献活動に積極的に取り組んでいます。地域清掃奉仕活動への参加やＮＧＯ・ＮＰＯ支援など、地域

社会・国際社会との関わりを強めて、継続的に展開していきたいと思います。 

ＮＧＯ・ＮＰＯの支援 

当社は、２００６年９月に「オイスカ」の法人会員となり、同時に、静岡県支部中部支局の設立発起人と

なりました。 

「オイスカ」は、１９６２年から主にアジア太平洋地域で人材育成、農村振興、地球環境問題などに取

り組んでいる国際ＮＧＯで、「国連地球サミット賞」を受賞するなど、その活動は国際機関および各

国政府から高い評価を受けています。 

当社は、「静岡市社会福祉協議会」や「静岡県ボランティア

協会」の法人会員となっています。 

ボランティア活動に参加してみたい、関心はあるけれどどう

やって始めたらいいか分からないという従業員のために、こ

れらのボランティア組織のボランティア活動情報（ボランテ

ィア募集情報、ボランティアイベントの案内など）を社内ホー

ムページにて提供しています。 

ボランティア情報の提供 

地 域・社 会 と の 関 わ り  

社会への貢献（「スター精密グループ行動規範」より） 

（１）企業市民として積極的に社会貢献活動に参加し、社会の発展に寄与します。 

　　地域社会への協力、国際社会への貢献などの継続的な社会貢献活動の実施に努めます。 

（２）従業員の自発的な社会貢献活動参加を支援します。 

（３）当社グループの取り組む社会貢献活動を広く社会に発信し、 

　　社会とのコミュニケーションを図ります。 
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２００８年６月７日(土)に、静岡市環境保全推進協力会主催の清掃奉仕活動が三保真崎海岸で行われ、当社から

は社員有志３４名とその家族１４名の計４８名が参加しました。当日は、同会の会員企業６６社から１，２４０名が参

加し、約１時間の作業で可燃ゴミ１，４１０キロ、不燃ゴミ８２０キロが回収されました。 

三保真崎海岸の清掃奉仕活動 

２００８年９月６日(土)に、静岡市環境保全推進協力会と興津川保全市民会議共催の興津川流域清掃奉仕活動

が行われ、当社からは社員有志１７名とその家族２名の計１９名が参加しました。当日は市内の企業３５社から

１，１００名が参加し、約１時間の作業で１，２５０キロのゴミが回収されました。 

興津川クリーン作戦 

「東遠学園祭り」は、掛川市近郊にある障害をもった方々が

通う施設「東遠学園」で年一度行われる学園祭です。２００８

年１２月１３日（日）に行われたこの催しに、当社から今回２名

がボランティアとして参加し、バザー品販売などのお手伝い

をしました。バザーの品々も近隣の方や周辺の企業から寄

せられたもので、あいにくの雨模様ではありましたが、大勢

の来場者でにぎわいました。 

「東遠学園祭り」 

清 掃 活 動 の 様 子  当 社 参 加 者 の 皆 さ ん  

清 掃 活 動 の 様 子  

当 日 の 様 子  

当 社 参 加 者 の 皆 さ ん  

地 域 社 会 に お け る 貢 献 活 動  
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献 血 協 力 へ の 呼 び か け  日 本 赤 十 字 社 に よ る 献 血 実 施（ 本 社 工 場 ） 

ＮＧＯ、ＮＰＯなど社会貢献活動団体は、活動を支援する法人や個人からの会費収入や寄付のほか、使用済み

切手などを回収して活動資金の一助としています。 

当社においても、誰でも参加できる身近なボランティアとして、社員の協力を得て、使用済み切手、メーター

スタンプ、使用済みプリペイドカード、外国コイン、ベルマーク、書き損じハガキ、読まなくなった本、使用済み

チケットを対象収集物とし、収集したものをオイスカ、ユニセフ、県ボランティア協会などに寄贈し支援を行

っています。なお、当社はマッチングギフト（※）でも支援を行っています。 

人の生命を維持する血液は未だ人工的に作ることができず、長期保存もできないため、医療に必要な

血液は善意の献血によって支えられています。 

当社では、従業員の協力を得て日本赤十字社による出張献血を年２回、全事業所で実施しています。２００８

年度は、延べ２２８名の従業員の協力が得られました。 

※社員の行う寄付に対し、会社が上乗せ寄付を行うこと。当社では、所定の基準により収集物を金額換算し、 

　その金額に対して会社が上乗せ寄付をしています。 

収集ボランティア 

日本赤十字社の出張献血 

【２００８年８月】ピースウィンズジャパンへ 

本１４６冊、マッチングギフト(会社寄付)４０，０００円 
※世界各地での災害・紛争など人道危機に対する支援活動に役立てられます。 

寄贈実績 

【２００９年２月】ジョイセフとオイスカへ 

使用済みはがき２６７枚、メータースタンプ３，２５９枚、ベルマーク７，８３０点、 

マッチングギフト(会社寄付) ５０，０００円 

※ベルマーク７，８３０点、はがき２６７枚で・・・ 

オイスカ「子供の森」計画では、ベルマーク約１００点、書き損じはがき約４枚で子供たちが植える苗木１本を買

うことができます。ベルマーク７，８３０点は苗木７８本分、はがき２６７枚は苗木６６本分に相当します。 

※メータースタンプは「母と子の健康と命を守るホワイトリボン運動」に役立てられます。 

SOCIAL&ENVIRONMENTAL 
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地 域 教 育 支 援 活 動  

はんだ付け作業に挑戦  顕微鏡を使った検査  

検査現場で  

当社では、中学生・高校生の勤労観、職業観を培うための「職場体験学習」や「インターンシップ

（学外実習）」の場を提供し、中学生・高校生の受け入れ協力を行っています。 

２００８年度は、５月２８日から３日間、本社工場の研究開発部で静岡市立東豊田中学校の２年生男子４名

を、１１月２７日から２日間、庵原工場で静岡市立清水興津中学校の２年生女子２名を、職場体験学習とし

てそれぞれ受け入れました。 

研究開発部では、ＶＢＡを使ったプログラミング、はんだ付け、ＣＡＤを使った設計など、庵原工場では

製品評価や開発、検査・解析など製品が市場に出るまでの過程の作業を体験してもらい、普段の授業

では接することのできない貴重な時間を持ってもらえたと思います。 

職場体験学習の受け入れ 

８月１８日から３１日までの１０日間、富士見工場と菊川工場の製造部で沼津工業高等専門学校の学生１名のイ

ンターンシップ（学外実習）を受け入れました。ナットの外観検査やＳＥＭによるナット表面の黒点観察、ＬＳ

全検検証、ＣＡＤ学習、シャフトの寸法測定からこれら検査結果

の報告書作成までさまざまな作業を経験するとともに、学校と

はまた異なる企業の現場の雰囲気にも接し、有意義な体験をし

てもらえたと思います。 

インターンシップの受け入れ 
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地 域 文 化 支 援 活 動  

当社では、地域文化振興のために各種の協賛を行なっています。 

静岡音楽館ＡＯＩの｢コンサートシリーズ２００８－０９｣に協賛を行いました。静岡音楽館ＡＯＩは、多彩な

プログラムによる自主公演活動を行っており、１９９５年に静岡県内初の室内音楽専用ホールとして誕

生して以来、地域の文化拠点のひとつとなっています。 

また、劇団四季のミュージカル｢美女と野獣｣静岡公演に対しても協賛しました。当社のこうした協賛

支援は、地域における文化芸術振興に役立つものと期待しています。 

音楽・演劇などの芸術振興支援 

地 球 温 暖 化 防 止 に 向 け て  

地球温暖化問題が深刻化するなか、企業の社会的責任として省エネ活動が求められています。

当社においても、ノーカーデー運動、ライトダウンキャンペーンなどの省エネ活動を定例実施しています。 

２００８年度は、６月９日と１０月６日の週をノーカーデー週間とし、静岡市内の事業所に車・バ

イクで通勤する従業員を対象にノーカーデー運動を実施しました。 

ノーカーデー運動 

温暖化対策のひとつとして、当社は２００８年８月、みずほ信託銀行が一括購入した温室効果ガス排

出権を小口に分けた「排出権信託」の購入を行いました。 

購入を行ったのは５，０００トンのＣＯ２排出権で、京都議定書の温室効果ガス削減目標に鑑み、当社とし

て２００７年から２０１２年までの５年間に削減すべきＣＯ２排出量を算定し、これに相当する量を「排

出権信託受益権」として購入したものです。 

今後、京都議定書の約束期限である２０１２年までに全量を日本政府に無償譲渡し、カーボンオフセットを

実行することになります。 

排出権信託の購入 

静岡県立大学の国際関係学部のゼミでは、毎年国際的な視野に立った社会貢献活動を展開しています。 

２００８年は、多様な価値観を学ぶことを目的に、高校生・外国人留学生・静岡県立大学生が主体となって旅行

を組み立てる企画が行われ、当社では、この企画に賛同して運営費の一部を寄付しました。 

静岡県立大学ゼミへの協力 

実施報告 
■期間：２００８年６月９日(月)～１３日(金） 

　　　　　 　１０月６日(月)～１０日(金） 

■実施者：１１７名 

■延べ実施日数：２１１日 

■エコ通勤距離：３，２９１ｋｍ 

■削減したＣＯ２量：７５７ｋｇ(燃費１０ｋｍで計算)

２Ｌペットボトルに換算すると：１９３，０４１本 

SOCIAL&ENVIRONMENTAL 
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環 境 目 的・目 標 と 活 動 実 績  

No. 環 境 目 的  

廃棄物の削減、 
再資源化活動の推進 

産業廃棄物の再資源化 

電力量の削減 

（維持管理項目） 

排出ガスの削減 

（維持管理項目） 

（注）対象範囲： 国内（当社・関連会社）のみ、海外（関連会社）は除く 
 　  原単位： 単体売上高（百万円当たり）を採用 
 　  【評価】○：目標ほぼ達成（８０％以上）、△：目標未達成（５０～８０％）、×：目標未達成（５０％未満） 

コピー数量の削減 

グリーン購入の推進 

（維持管理項目） 

化学物質の削減 

環境負荷物質の含有物低減 

環境配慮型製品の 

研究･開発 

環境教育 

内部コミュニケーション 

（維持管理項目） 

自部署独自の 

改善テーマ設定 

省エネ、生産性を重視した 

設備稼働の構築 

安全でクリーンな 

工場の実現 

省エネルギーの推進 

省資源の推進 

環境汚染リスクの低減 

環境に配慮した製品作り 

環境コミュニケーション 

業務効率の改善 

環境重視で社会へ 

貢献するために 

環境経営を強化 

環 境 目 標  活 動 実 績  評価 参照頁 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

国内関連会社を含む 
全体での再資源化率９９％ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

Ｐ３１ 

Ｐ３２ 

 

Ｐ３３ 

 

Ｐ３５ 

Ｐ３６ 

Ｐ３８ 

Ｐ３８ 

Ｐ４１ 

 

Ｐ２８ 

●国内関連会社を含めた全体での
再資源化率９９．６％を達成 

●「紙を使用しない業務方法の検討｣
により、コピー紙購入量を前年度比
１１．０％削減 

●切削油･研削液の脱塩素化 
●安全性の高い物質への変更 
●化学物質の適正管理を実施 

●省エネ・省資源設計を推進 
●グリーン調達手引きを作成 

●｢事務用品グリーン購入基準｣に
基づき、グリーン購入を推進 

●自部署業務プロセスのＩＮ・ＯＵＴを
見直し、結果として環境改善に
効果が出る目標値・施策を各ブロック
で設定して活動 

●部品合格率の向上活動実施 

●５Ｓ活動の実施 

●使用量は、対前年度比で６．９％の削減 
●原単位では、売上高減少により対
前年度比で３５．９％増加 

●使用量は、対前年度比で０．０２％（総量
４５ℓ）の削減 
●原単位は対前年度比で４５．８％増加 
●社用車のガソリン使用量を削減する
ために、軽自動車・エコカー（ハイ
ブリッドカー）の導入、社用車保有
台数の削減を実施 

●各種社内セミナーの実施 

環境一般セミナー（入門・環境報告書） 
環境マニュアルセミナー 
環境影響評価セミナー 
環境法令セミナー 
廃棄物セミナー 
内部監査員養成･ブラッシュアップセミナー 
環境報告書２００８セミナー等 

●環境関連の外部セミナー・講習会
を受講 

●副資材ＲｏＨＳ 管理のためのデータ
ベースを作成し効率的に管理 

● 蛍光Ｘ線分析装置による部品測定を実施 
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環 境 会 計  

環 境 会 計 の しく み  

集 計 結 果  

環境保全の為のコストと、その活動により得られた効果を認識し、可能な限り定量的に測定し伝達する仕組み 

財務パフォーマンス 環境パフォーマンス 

■対象期間： ２００８年度（２００８年３月～２００９年２月）  

■集計範囲： 国内（当社・関連会社）のみ、海外（関連会社）は除く   

(注) なお集計にあたっては、環境省の環境会計ガイドラインを参考にしています。 

１．環境保全コスト 

①投資額・・・・･設備、機器の購入金額など 

【当　　社】投資額は１，５６８万円で、前年度比１，２９３万円の増加となりました。内訳は、油

庫設置工事（公害防止コスト）、空調機・照明器具の入れ替え、デマンドコン

トロール装置設置工事（地球環境保全コスト）です。 

【関連会社】投資額は２４０万円。内訳は、廃油庫設置工事（公害防止コスト）です。 

②費用額・・・・・環境関連設備の維持、管理費用、廃棄物処理、環境改善の費用など 

【当　　社】費用額は５，９６５万円で、前年度比３７３万円の減少。主な内訳は、設備の維持

管理費（公害防止コスト）、廃棄物の処理費（資源循環コスト）、ＩＳＯ１４００１

外部審査･ＥＭＳ整備運用人件費･緑地帯管理費、蛍光X線受入測定および

関連業務（管理活動コスト）などです。 

【関連会社】投資額は１，４４９万円。主な内訳は、設備の維持管理（公害防止コスト）、廃棄

物の処理費（資源循環コスト）、ＩＳＯ１４００１外部審査･ＥＭＳ整備運用人件費

緑地帯管理費（管理活動コスト）などです。 

２．環境保全効果 

環境保全効果の詳細については、次ページの表に記載されている参照頁をご覧下さい。 

３．環境保全対策に伴う経済効果 

①収　　益・・・・・廃棄物の有価物売却収益が、【当　　社】４０６万円、 

【関連会社】９０８万円ありました。 

②費用削減・・・・・【当　　社】前年度比で１３８万円の費用削減ができました。 

【関連会社】前年度比で３５万円（廃棄物処理費）の費用削減が

できました。 

環境保全対策に 
伴う経済効果 

環境保全 
コスト 環境保全効果 

環境会計 
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環境保全コスト （単位:千円） 

分 類  
当 社  

投 資 額  費 用 額  投 資 額  費 用 額  

関 連 会 社  
主 な 取 組 内 容  

事業 
エリア内 
コスト 

公害防止コスト 

地球環境保全コスト 

資源循環コスト 

合 計  

大気･水質･土壌の汚染防止 

省エネルギー 

廃棄物の処理･処分 

グリーン購入差額 

ＥＭＳ 運用、教育、敷地内緑化 

研究開発、ＷＥＥＥ・ＲｏＨＳ 対応 

寄付、支援 

土壌･水質汚染の修復 

７００ 

９，３８０ 

０ 

０ 

５，６００ 

０ 

０ 

０ 

１５，６８０ 

１４，７４３ 

３，１５３ 

８，８５３ 

１，９５０ 

２８，３８４ 

１，９７８ 

６０５ 

０ 

５９，６６６ 

２，４００ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

２，４００ 

４，８６７ 

０ 

３，３６３ 

１，１７１ 

５，０８７ 

０ 

０ 

０ 

１４，４８８ 

上・下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

社会活動コスト 

環境損傷対応コスト 

(注) 減価償却費は含まない。 

環境保全効果 

分 類  
２００７年度  

当 社  関連会社 当 社  
当社  
増減量  

関連会社 
増減量 参照頁 関連会社 

２００８年度  

電力使用量 

 

重油使用量 

 

ＬＰＧ使用量 

 

滴注剤使用量 

 

ガソリン使用量 

 

軽油使用量 

 

水使用量 

 

コピー紙購入量 

 

ＣＯ２排出量 

 

総発生量 

 

再資源化量 

再資源化不可量 

再資源化率 

千ｋｗｈ 

千ｋｗｈ／百万円 

kℓ

kℓ／百万円 

ｋｇ 

kℓ／百万円 

ℓ 

ℓ／百万円 

ℓ 

ℓ／百万円 

ℓ 

ℓ／百万円 

ｍ３ 

ｍ３／百万円 

千枚 

千枚／百万円 

ｔ 

ｔ／百万円 

ｔ 

ｔ／百万円 

ｔ 

ｔ 

％ 

１１，６８９ 

０．２３５ 

９９ 

０．００２ 

８，６６０ 

０．１７３ 

７，４９３ 

０．１５０ 

２８，２４１ 

０．５６５ 

４，８３６ 

０．０９７ 

３５，３２９ 

０．７０７ 

４，３５５ 

０．０８７ 

６,０２８ 

０．１２１ 

４０２ 

０．００８ 

４００ 

２ 

９９．６ 

６，４６３ 

 

３ 

 

３８，５１１ 

 

 

 

２０，１５７ 

 

４，１１０ 

 

６，７９２ 

 

６０４ 

 

３,２８８ 

 

３７０ 

 

３６９ 

１ 

９９．６ 

１０，８８４ 

０．３１８ 

６３ 

０．００２ 

９，４４３ 

０．２７６ 

６，９４８ 

０．２０３ 

２８，１９６ 

０．８２４ 

３，０１６ 

０．０８８ 

３６，０７６ 

１．０５７ 

３，８７７ 

０．１１３ 

５,４１７ 

０.１５８ 

０．０１０ 

３２４ 

１ 

９９．６ 

５，６６３ 

 

６ 

 

６１，３５７ 

 

 

 

１５，３５２ 

 

２，６０４ 

 

７，５４５ 

 

４４１ 

 

２.９２４ 

 

３０８ 

 

３０６ 

０ 

９９．９ 

８０５ 

０．０８３ 

３６ 

０ 

３５５ 

０．１０３ 

５４５ 

０．０５３ 

４５ 

０．２５９ 

１，８２０ 

０．００９ 

７４７ 

０．３５０ 

４７８ 

０．０２６ 

６１１ 

０．０３７ 

７７ 

０．００２ 

７６ 

１ 

０ 

８００ 

 

３ 

 

２２，８４６ 

 

 

 

４，８０５ 

 

１，５０６ 

 

７５３ 

 

１６３ 

 

３６４ 

 

６３ 

 

０ 

１ 

０．３ 

Ｐ３２ 

Ｐ３４ 

 

 

Ｐ３４ 

 

Ｐ３５ 

Ｐ３５ 

Ｐ３２ 

 

Ｐ３１ 

事

業

エ

リ

ア

内

コ

ス

ト

に

対

応

 
投

入

 

廃

棄

物

 

水

 

大
気

 

資
源

 

排

出

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

 

原単位 

(注)原単位：単体売上高(百万円当たり)を採用 

　  ２００７,２００８年度について使用エネルギーの換算係数に誤りがあり、ＣＯ２排出量の数値を修正しました。(２０１０年６月２５日)

環境保全対策に伴う経済効果 （単位:千円） 

分 類  
当 社  関連会社  

効 果  効 果  
収 益  

費 用 削 減  

（ 前 年 度 比 ） 

事業活動廃棄物の有価物売却益 

総エネルギー費(電力･重油･ＬＰＧ･滴注剤･ｶﾞｿﾘﾝ･軽油)の削減 

水道水・井水使用費の削減 

コピー紙購入費の削減 

廃棄物処理費の削減 

その他 

４，０６２ 

１，２５７ 

２４５ 

２０９ 

２，１８３ 

０ 

５，４４２ 

９，０８２ 

５，４０４ 

１７９ 

１０ 

３５４ 

０ 

３，８４３ 合 計  

(注)△は費用の増加 

エ

ネ

ル

ギ

ー
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環 境 マ ネ ジ メント  

環 境 活 動 体 系  

環 境 マ ネ ジ メント 推 進 体 制  

継続的改善 

マネジメントレビュー 
環境マネジメントシステムを 
一定の間隔で見直す 

社 長  

管理本部長又は 
事業部長 

スター精密 
国内全事業所５拠点 

関連会社 
国内販売代理店２社 

スターグループ（関連会社） 
国内全子会社４社 

スターグループ（関連会社） 
海外子会社 

主要生産拠点２社 

環境管理責任者 
（全体責任者） 

環境推進委員会 

全社環境 
管理責任者 

全社環境 
事務局 

事業所環境事務局 

事業所単位 
（関連会社の国内子会社、国内販売代理店を含む） 

■監視および測定 

■遵守評価 

■不適合並びに是正処置および予防処置 

■記録の管理 

■内部監査 

■資源、役割、責任および権限 

■力量、教育訓練および自覚 

■コミュニケーション 

■文書類　　■文書管理　　■運用管理 

■緊急事態への準備および対応 

計画 
■環境側面 

■法的およびその他の要求事項 

■目的、目標および実施計画 

点検 実施および運用 

環 境 方 針  

Ａｃｔ Ｐｌａｎ 

Ｃｈｅｃｋ Ｄｏ 
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ＩＳＯ１４００１ 認証取得の歩み  

環 境 監 査  

当社は、ＩＳＯ１４００１の認証取得を、国内全事業所５拠点、国内全子会社４社、国内販売代理店２社および海外

子会社の主要生産拠点２社において完了しています。 

今後も、関連会社を含めた全体での環境活動推進体制を強化すべく活動を展開していきます。 

環境マネジメントシステムの適合性と有効性および環境マネジメントプログラムの適切性、法令遵守の状況

などを確認するため、国内各事業所および関連会社では毎年定期的に内部環境監査を実施しています。内

部監査のレベルを高めるため、内部環境監査員に対しての

スキルアップセミナーも実施しています。 

また、内部監査時の不適合事項については「内部環境監査

総括報告書」を作成し、経営者が年度末に行う環境マネジ

メントレビューのインプット情報として提出し、次年度への

レベルアップにつなげています。 

内部環境監査 

監 査 員トレ ー ニ ン グ の 様 子  

ＩＳＯ１４００１の認証取得を行なった国内事業所および関連

会社においては、外部審査機関による年１回毎の維持審査、

３年毎の更新審査により環境監査（環境マネジメントシステ

ム審査）を行っています。 

審査の結果については、経営者が年度末に行う環境マネジ

メントレビューのインプット情報として提出し、次年度への

レベルアップにつなげています。 

外部環境監査 

環 境 監 査 の 様 子  

海 外  
【子会社（主要生産拠点）】 

国 内  
【当社事業所】 
特機事業部 

コンポーネント事業部 

管理本部、技術企画部 

精密部品事業部 

機械事業部 

庵原工場 

庵原工場 

本社工場 

富士見工場 

菊川工場 

２００１年　３月取得 

２００１年　３月取得 

２００１年　９月取得 

２００２年　２月取得 

２００２年　３月取得 

【子会社】 
スターメタル株式会社 製造部（旧東新精機（株）） 

スターメタル株式会社 板金部（旧ｵｰｴｽﾒﾀﾙ（株）） 

株式会社ミクロ富士見 業務統括部 

株式会社ミクロ富士見 製造統括部（旧（株）ﾐｸﾛ岳美） 

株式会社ミクロ札幌 

株式会社ミクロ菊川 

２００６年　４月取得 

２００７年　３月取得 

２００６年　９月取得 

２００６年 １０月取得 

２００７年　３月取得 

２００７年　３月取得 

２００２年　５月取得 

【販売代理店】 

２００６年　１月取得 

２００６年　１月取得 

２００３年　２月取得 

 

斯大精密（大連）有限公司（中国・大連市） 

上海星栄精機有限公司（中国・上海市） 

株式会社Ｃ．Ｍ．Ｉ．　本社・大阪営業所 

株式会社ムーブ 
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環 境 教 育  

当社（国内関連会社を含む）では、環境活動のレベルを維持し、向上させていくためには、社員一人ひとりの

意識改革が必要だと考えています。そのため新入社員から経営層に至るまでを対象として一般教育、階層

別教育、推進者教育、専門教育の４つの柱からなる教育の機会を設けています。 

２００８年度は、環境一般セミナー（入門・環境報告書）、環境マニュアルセミナ－、環境影響評価セミナ－、環

境法規セミナー、廃棄物セミナー、内部監査員養成・スキルアップセミナー、環境報告書２００８セミナー、環境

負荷低減に向けて「石けん」使用を勧める環境教育セミナー等を実施したほか、環境関連の外部セミナー・

講習会を受講しました。 

環 境 法 令 セ ミ ナ ー の 様 子  監 査 員 養 成 セ ミ ナ ー の 様 子  

環境教育体系 

社 内 外 セ ミ ナ ー 内 容  教 育 区 分  受 講 対 象 者  
一 般 教 育  

階 層 別 教 育  

推 進 者 教 育  

専 門 教 育  

※社内環境有資格者 

一般社員  

管理職  

経営者  

環境推進委員  

環境側面調査担当  

内部環境監査員  

環境法令責任者  

公的環境有資格者  

購入依頼担当者  

廃棄物責任者  

有害物質取扱者  

騒音測定者  

入門セミナー、一般セミナー、廃棄物分別  

管理者セミナー  

経営者セミナー  

環境マニュアルセミナー（文書管理を含む） 

環境影響評価セミナー  

監査員養成セミナー（社内・社外）※  

環境法規セミナー※  

法規制に基づく資格セミナー／試験  

グリーン購入セミナー  

廃棄物セミナー  

公的環境有資格者によるＯＪＴ 

社内環境有資格者によるＯＪＴ 

環境関連の公的環境有資格者 

資 格 者  
保 有 者 数  

（２００８年度取得者数） 
資 格 者  

保 有 者 数  
（２００８年度取得者数） 

環境マネジメントシステム審査員 

安全管理者 

衛生管理者 

公害防止管理者 

特別管理産業廃棄物管理責任者 

防火管理者 

１（０） 

４（０） 

１６（０） 

１７（０） 

２３（５） 

１１（０） 

危険物取扱者 

毒物劇物取扱責任者 

エックス線作業主任者 

有機溶剤作業主任者 

特定化学物質等作業主任者 

７５（２） 

３（０） 

１（０） 

３５（６） 

７（０） 

（注）当社のみ。国内関連会社を除く。 



緊 急 時 の 対 応  

当社（国内関連会社を含む）では、想定しうる事故・緊急事態（地震、台風、爆発、火災、停電、漏洩、

飛散等）を考慮し、関係者の教育と手順書に基づいた模擬訓練（人・設備）および防災訓練を毎年

計画し実施しています。また、手順書の評価も同時に行っています。 

２００８年度は、全事業所および関連会社において環境問題を引き起こす可能性のあった事故・汚

染が２件ありました。菊川工場において２００８年４月２５日に発生した汚水管破裂事故、および、同

じく菊川工場で２００８年５月２９日発生した設備機械の油圧装置溶接不良による油圧作動油流出

事故ですが、いずれも近隣への汚水流出や外部への影響を及ぼすなどの被害は未然に防止で

きました。 
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油 漏 洩 時 対 応 訓 練 の 様 子（ 菊 川 工 場 ） 液 化 窒 素 ガ ス ボ ン ベ の 倒 壊 、損 傷 に よ る  
液 化 窒 素 の 漏 洩 訓 練 の 様 子（ 本 社 工 場 ） 

模擬訓練 

避 難 訓 練 の 様 子（ 庵 原 工 場 ） 消 火 訓 練 の 様 子（ 菊 川 工 場 ） 

防災訓練 



法 令 遵 守 の 状 況  

当社（国内関連会社を含む）では、環境側面に関連する法令について「環境法令適用規定」に定め、該

当する法令については「監視・測定項目一覧表」に従い順法性を評価しています。 

法遵守の記録は、測定結果を管理値と照合し適合していることを確認し、環境記録として保管していま

す。また、設備、施設の設置時、導入時あるいは変更時、廃棄時においては設備、施設のアセスメントを

実施し順法性の評価を行っています。 

２００８年度は、国内全事業所および関連会社において、環境法令や排出基準などの遵守に努めた結果、

近隣住民の方の苦情を含め、規制の違反はありませんでした。 
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当社環境側面に関連する法令 

工場立地法 

環境基本法 

海外法 

環境一般 

地球環境 

廃棄物リサイクル 

大気・騒音・振動 

水・土壌・農薬 

化学物質 

労働安全衛生 

その他 

製品 

その他 

温暖化対策法、フロン回収破壊法、 

省エネルギー法、オゾン層保護法 

廃棄物処理法、ＰＣＢ廃棄物特別措置法、 

資源有効利用促進法、容器包装リサイクル法、 

家電リサイクル法、自動車リサイクル法、 

建設資材リサイクル法、グリーン購入法 

大気汚染防止法、悪臭防止法、騒音規制法、 

振動規制法 

循環型社会形成 

推進基本法 

水質汚濁防止法、浄化槽法、下水道法、 

工業用水法、土壌汚染対策法、 

農用地土壌法、水道法 

化審法、ＰＲＴＲ法、毒物劇物取締法、消防法、 

高圧ガス保安法 

労働安全衛生法（特化則、有機則、鉛則） 

電気事業法、電波法、健康増進法 

ＷＥＥＥ（廃電気電子機器指令） 

ＲｏＨＳ（有害物質の使用規制指令） 

ＥＬＶ（廃自動車指令） 

包装・包装廃棄物指令 

（注）国内各事業所および関連会社で該当する法令、適用する法令は異なります。 
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廃 棄 物 の 削 減・再 資 源 化 活 動 の 推 進  

当社（国内関連会社を含む）では、企業活動に伴って排出する廃棄物を「廃棄物処理法」に基づく適正処理および

自主的活動推進のため、「廃棄物管理規定」を作成し運用を行っています。 

■再資源化率 

99.1

99.6 99.6

97.8

96

97

98

99

100
（％） 

2006 2007 2008

■国内事業所　　　■国内関連会社 

■廃棄物発生量 

99.6

99.9

325 308

461

402
370378

0

100

200

300

400

500

2006 2007 2008
0.000

0.005

0.010

0.015

■国内事業所　■国内関連会社　　原単位（単体） 

 原単位 
（ｔ/百万円） （ｔ） 

廃棄物発生量・再資源化率の推移 

◎当社の廃棄物発生量は、前年度比で１９．２％（７７ｔ）の削減となりました。 

原単位では、売上高の減少により対前年度で２５％の増加となりましたが、総量では

引き続き減少しています。総量での削減の主要因は、機械事業部および特機事業部

での金属クズ発生量が減少したためです。 

◎再資源化率については、国内事業所での再資源化率９９．６％（前年度９９．６％）を達成し

ました。また、国内関連会社を含めた全体での再資源化率も９９．６％となりました。主要

因は、２００７年度からサーマルリサイクルを再資源化として認める考え方を採用したた

めです。 

また、埋立ゴミについては、立会いでの分解･分別の指導を行い再資源化の向上に

努めています。 

１．当社のゼロエミッションの定義・目標・実績 

■ステップ１【目標】２００４年度中に再資源化率９８％以上（当社のみ） 【実績】９８．７％ 

■ステップ２【目標】２００７年度中に再資源化率９９％（国内関連会社を含む)【実績】９９．６％ 

（注）再資源化率（％）＝（再資源化量÷ 廃棄物の総排出量）×１００ 

・Ｒｅｄｕｃｅ 

・Ｒｅｕｓｅ 

・Ｒｅｃｙｃｌｅ 

【発生抑制】 

【再 使 用】 

【再資源化】 

・・・ 

・・・・ 

・・・ 

２．ゼロエミッションの手段（３Ｒ） 

廃棄物の発生抑制・再使用・再利用の努力をせず、安易な焼却処理とならないように注意!!

ゼロエミッション活動 

（年度） （年度） 

発生抑制 
（リデュース） 

ごみを減らす 
再使用
（リユース） 

繰り返し使う 
再生利用

（マテリアルリサイクル） 

再び資源として 
利用する 

 
熱回収

（サーマルリサイクル） 

熱を得ることに 
利用する 適正処理 

廃掃法として 
の処分 
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省 エ ネ ル ギ ー の 推 進 ～ 温 暖 化 防 止 の た め に ～  

ＣＯ２排出量の推移 

◎当社国内事業所のＣＯ２排出量は、前年度比で１０．１％（６１１ｔ）の削減となりました。 

原単位では、対前年度で３０．８％の増加となりました。総量での削減の主要因は、工場統

合によるエネルギー使用の合理化および景気後退のための機械生産減少による電

力使用量の減少です。 

◎ＣＯ２排出量内訳については、電力９４．４％、重油３．１％、ガソリン１．２％の順とな

っています。 

内容詳細については、下記のエネルギー主要項目の使用量の推移を参照して下さい。 

◎当社は、生産拠点を海外に移管している現状を考えると、グローバルな視点に立った

スターグループ全体でのＣＯ２排出量の削減が必要であると考えています。 

■ＣＯ２排出量のエネルギー内訳 
　（２００８年度 国内事業所） 

ガソリン １．２％ 軽油 ０．１％ 重油 ３．１％ 

ＬＰＧ ０．５％ 

滴注剤 ０．６％ 

電力 ９４．４％ 

エネルギー使用量（主要項目）の推移 

◎当社の電力使用量は、対前年度比で６．９％（８０５千ｋｗｈ）の削減となりました。原

単位では３５．９％増加となりました。 

◎省エネガイドラインによる省エネルギー推進、例年実施しているクールビズ、ウォーム

ビズやライトダウンキャンペーンによる削減効果も出ています。 

電力使用量 

10,884

5,709

11,289
11,689

6,4636,794

0

15,000

2006 2007 2008
0.200

0.400

■国内事業所　■国内関連会社　　原単位（単体） 

 原単位 
（千ｋｗｈ/百万円） （千ｋｗｈ） 

（年度） 

10,000

0.300

0.350

5,000

0.250

■電力使用量 

（年度） 

4,760

14,088

6,028 5,417

16,933

■ＣＯ２排出量 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

2006 2007 2008
0.000

0.050

0.100

0.150

0.200

■国内事業所 ■国内関連会社 ■海外子会社 　原単位（単体） 

 原単位 
（ｔ/百万円） （ｔ） 

2,773
3,288 2,924

(注)２００７,２００８年度について使用エネルギーの換算係数に誤りがあり、 
 　 ＣＯ２排出量の推移とＣＯ２排出量のエネルギー内訳のグラフを修正しました。(２０１０年６月２５日)

19,126
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クールビズの実施  ウォームビズの実施  

①実施時期：６月～９月まで 

②冷房温度：２８℃設定 
　（製造現場、応接室などは対象外だが極力努力） 

③服　　装： ノーネクタイ、制服非着用 
(注)無理の無い範囲で弾力的に運用 

ライトダウンキャンペーン 

①実施時期：１２月～３月まで 

②暖房温度： ２０℃設定 

③服　　装： 防寒対策を奨励 
　(注)無理の無い範囲で弾力的に運用 

環境省の呼びかけに応じ、ライトアップ照明やネオン広告などの照明を控える「ライトダウ

ンキャンペーン」に参加しました。 

通常午後１１時まで点灯させている本社・庵原・富士見の各工場の屋上広告灯（ロゴネオ

ン）を２００８年７月４日(金）～７日(月）の４日間、午後８時に消灯しました。 

「省エネ診断」の実施  

改正省エネ法の対応として、さらなる省エネ推進に向けて、全事業所で財団法人省エネル

ギーセンターによる「省エネ診断」を受け、管理体制作りやエネルギー削減管理などのア

ドバイスを受けました。今後は、「誰でもできる省エネ改善の着眼点」に基づく省エネ意

識向上にも取り組んでいきます。 

「誰でもできる省エネ改善の着眼点」 

やめる 

とめる 

さげる 

なおす 

ひろう 

かえる 

なぜこの設備が必要か？ 

ムダな運転はないか？ 

運転条件の見直しの必要はないか？ 

正常に作動しているか？ 

廃熱の回収・リサイクルできるものはないか？ 

効率の悪い機器はないか？ 

トピックス 
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◎当社の重油使用量は、対前年度比で３６．４％（総量３６ｋℓ）の削減となりました。原

単位でも７．１％削減できました。 

重油使用量 

63

6

101 99

3 3
0

150

2006 2007 2008
0.000

0,004

■国内事業所　■国内関連会社　　原単位（単体） 

 原単位 
（kℓ/百万円） （kℓ） 

（年度） 

100

0.002

50

◎当社のガソリン使用量は、対前年度比で０．０２％（総量４５ℓ）の削減となりました。原単

位では４５．８％増加しました。 

◎社用車のガソリン使用量を削減するために、軽自動車・エコカー（ハイブリッドカー）の

導入、社用車保有台数の削減を行っています。また、省エネガイドラインで、アイドリン

グストップの励行を推奨しています。 

ガソリン使用量 

28,196

15,352

32,741

28,241

21,057 20,157

0

40,000

2006 2007 2008
0.00

1.50

■国内事業所　■国内関連会社　　原単位（単体） 

 原単位 
（ℓ/百万円） （ℓ） 

（年度） 

30,000

1.00

0,50

10,000

20,000

社用車保有台数の推移 

普通自動車 
（リース車） 年度 

種類 普通自動車 
（買取車） 

軽自動車 
（リース車） 

ハイブリット車 
（リース車） 

計 

２００６年度 

２００７年度 

２００８年度 

４４ 

４５ 

４２ 

７ 

８ 

８ 

４ 

４ 

３ 

６３ 

６４ 

６０ 

８ 

７ 

７ 

（単位：台） 
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省 資 源 の 推 進  

水使用量（水道水・井水）の推移 

◎当社の水使用量は、対前年度比で２．１％（総量７４７ｍ３）の増加となりました。原単位で

も、２４．６％増加でした。 

◎総量での増加の主要因は、プリンタの評価試験に使用する高温高湿槽（井水使用）の

稼動が、大幅に増加したためです。 

36,076

7,545

37,075
35,329

6,361 6,792

0

40,000

2006 2007 2008
0.000

1,250

■国内事業所　■国内関連会社　　原単位（単体） 

 原単位 
（ｍ２/百万円） （ｍ２） 

（年度） 
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コピー紙購入量の推移 

◎当社のコピー紙購入量は、対前年度比で１１．０％（総量４７８千枚）の削減となりました。 

◎｢紙を使用しない業務方法の検討｣により、各種申請のＷｅｂ化、配付資料の見直し、ＬＡＮ

の活用などの改善を継続的に行なっています。 
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0

5,000

4,000

3,000

2,000
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■国内事業所　　■国内関連会社 

（千枚） 

（年度）  
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グリーン購入／グリーン調達の推進 
当社のグリーン購入／グリーン調達 

２．目　的 

当社（関連会社を含む）では、企業活動を通して購入するものについて、環境負荷を総合的

に低減し、地球環境保全と循環型社会構築に積極的かつ継続的に貢献することを目的として

グリーン購入活動を推進しています。 

３．基本的な考え方 

購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格だけでなく環境のことを考え、環境負荷ができる

だけ小さい製品を、優先して購入します。 

４．対象物品 

当社（関連会社を含む）が購入する「事務用品（文具、パソコン、備品など）」を、グリーン購

入の対象物品とし、「事務用品グリーン購入基準」にて運用を行っています。 

１．定　義 

グリーン購入とは、環境配慮型製品を商品として購入し使用することと定義しています。 

グリーン購入 

２．目　的 

当社で生産する製品を構成する部品・材料・副資材・梱包材等に含有する環境負荷物質、およ

びその生産工程で使用する環境負荷物質について、含有禁止・全廃および適正管理の区分を

明確にし、社内および社外に対し周知徹底を図ることを目的としてグリーン調達活動を推進

しています。 

１．定　義 

グリーン調達とは、環境配慮型製品を開発・販売するために、環境配慮した部品・資材を調達

することと定義しています。 

グリーン調達 

３．運　用 

「環境負荷物質管理規定」、「グリーン調達ガイドライン」にて運用を行っています。 

環境配慮型製品の購入・使用 

環境配慮型製品の開発・販売 

リユース 

リサイクル 

環境配慮型 

製　品 

環境配慮した 

部品・資材 
お客様 

グリーン購入 

グリーン調達 

使用済製品  

製品の販売  

購　入  

調　達  

・事務用品グリーン購入基準 

・環境負荷物質管理規定 
・グリーン調達ガイドライン 
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環 境 配 慮 へ の 取 り 組 み  

川や海の汚れの一番の原因は、誰もが当たり前に毎日流す

「生活排水」だと言われています。どのような方法で汚れた

水をきれいにして川や海に放流しているかを知るため、静

岡市「中島浄化センター」の見学会を２００８年８月６日に実施

しました。 

水をきれいにするには、微生物が重要な役目を担っている

ことを学びました。 

「中島浄化センター」の見学会 

水 質 浄 化 へ の 配 慮  

中 島 浄 化 セ ン タ ー 見 学 会 の 様 子  

上記の見学会で、油や高濃度の合成洗剤は微生物が処理できず、微生物の力を弱めてしまうことを知

り、企業としてもこうしたことへの配慮が必要であることに気づかされました。 

この対応のひとつとして、当社では環境にやさしい「石けん」への理解を高め、環境意識を広める活動

に取り組んでいます。８月から９月にかけて本社・庵原・富士見の各工場において、「生活の森グループ」の

講師を招き、環境教育セミナー「石けん」（※）を開催しまし

た。また、社内の洗い場では環境にやさしい「石けん」への

切り替えを行いました。「石けん」の購入費用は「生活の森

グループ」の環境教育活動費となり、市民活動の一助となっ

ています。 

※生活の森グループが薦める「石けん」は、天然動植物油脂を原料としており、微生

物が分解しやすく、１日で１００％自然に還り、動植物にも安全です。 

環境にやさしい「石けん」の使用開始 

環 境 教 育 セ ミ ナ ー の 様 子  

当社では、環境に優しいものを積極的に採用しています。制服は、ＰＥＴ

ボトルを原料として利用しています。また、使用済みの制服については、

住宅用断熱材や掃除用モップ等にリサイクルされています。社内報

「Ｓｍｉｌｅ」、会社案内、報告書（ＳＴＡＲ’Ｓ ＲＥＰＯＲＴ）、アニュアル

レポート、行動憲章・行動規範、封筒類などの印刷物は、再生紙と、

溶剤に植物性大豆油を使用した環境対応型インキ（ＳＯＹ ＩＮＫ）を

使用しています。 

制服・印刷物 

グ リ ー ン 購 入 へ の 配 慮  

制 服  
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環 境 汚 染 リス ク の 低 減・リス ク 管 理  

ＰＲＴＲ法（化学物質排出把握管理促進法）は、有害性のある化学物質の排出量、移動量のデータを把

握・集計・公表する仕組みで、第一種指定化学物質(３５４物質)の年間取扱量１ｔ以上、特定第一種指定化

学物質(１２物質)の年間取扱量０．５ｔ以上の対象化学物質を取り扱う事業者は排出量・移動量の把握お

よび届出をする必要があります。 

国内事業所および関連会社のＰＲＴＲの届出は、集計すると下表のような結果になりました。 

ＰＲＴＲ法への対応 

ＥＵ加盟国は、電気電子機器の回収・リサイクルの法制定を義務づけられ、対象となる電気電子機器の

製造販売者は、２００５年８月１３日以降に出荷された製品について、使用済み製品の回収・リサイクルを

義務づけられています。 

ＷＥＥＥ（廃電気電子機器）指令 

２００６年７月１日以降、ＥＵ域内で製造・販売される新しい電気電子機器が、①鉛、②水銀、③

カドミウム、④六価クロム、⑤ポリ臭化ビフェニール(ＰＢＢ)、⑥ポリ臭化ジフェニールエーテル

（ＰＢＤＥ）の６化学物質を含有することはできません。 

ＲｏＨＳ（有害物質使用規制）指令 

ＥＵ域内で年間１ｔ以上の化学物質を製造・輸入する事業者は、当該物質の特定や危険性に関する

情報を登録しなければ販売できません。２００７年６月１日から施行。２００８年６月１日から１２月１日の間に

予備登録しておけば､最大１１年以内に正式登録することになります。 

ＲＥＡＣＨ規則（新化学品規制） 

ＥＵ域内での販売が、年間２０万台を超えるエネルギー使用製品について､環境配慮設計の要件

（適合製品にはＣＥマーキングを貼付）を満たさなければ今後販売できなくなります。現在実施措

置導入に向けての検討が進んでいます。 

ＥｕＰ（エコデザイン）指令 

当社（国内関連会社を含む）が取り扱う化学物質や危険物等を、その関連する法規制に基づき、購入・貯蔵・

使用・廃棄まで環境に配慮して、安全・適正に管理する「有害物質管理規定」を作成し運用を行っています。 

化 学 物 質 の 管 理  

ＥＵ（欧州連合）による環境規制については、ＥＵ域内にとどまらず世界各国へ大きな影響を与え、日本

の多くの製造業が何らかの対応を迫られている状況です。当社では、ＷＥＥＥ＆ＲｏＨＳ指令に該当する

当社製品について、「環境負荷物質管理規定」、「グリーン調達ガイドライン」等に基づき運用を行なっ

ています。また、ＲＥＡＣＨ規則、ＥｕＰ指令への対応検討も進めています。 

ＥＵ 環 境 規 制 へ の 対 応  

国内事業所および関連会社全体のＰＲＴＲの届出 

事業所 
内土壌 

事業所 
内埋立 

下水道 
放　流 

事業所外 
廃棄物 

排出量 移動量 

２００７ 

２００８ 

年 度 対象化学物質名 用 途 
大　気 

物 質 
番 号 

１４５ 

２３２ 

２２７ 

１４５ 

２３２ 

２２７ 

メッキ 

メッキ 

塗装 

メッキ 

メッキ 

塗装 

１，５００ 

０ 

１，５００ 

１，５００ 

０ 

８３０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１ 

０ 

０ 

１ 

０ 

２５０ 

５００ 

７７０ 

５００ 

５５０ 

３６０ 

ジクロロメタン 

ニッケル化合物 

トルエン 

ジクロロメタン 

ニッケル化合物 

トルエン 

公共水域 

（単位：ｋｇ/年） 
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当社では、ＷＥＥＥ＆ＲｏＨＳ指令に該当する当社製品のプリンタについて､部品の化学物質含有量

の調査ならびに受入検査を行うことを目的に「蛍光Ｘ線分析装置」を導入しました。 

なお、当社製品の工作機械については、本指令については

適用外となりますが、有害物質の低減の観点から「蛍光Ｘ

線分析装置」を導入し、部品測定を行なうなど積極的な対

応を行なっています。主力製品については、ＮＣ制御装置

等の一部を除き、機械本体の９９．３％の部品をＲｏＨＳ対応

品としました。 

蛍 光 Ｘ 線 分 析 装 置（ 庵 原 工 場 ） 

騒 音・振 動 対 策  

当社（国内子会社を含む）では、法遵守のために行う騒音・

振動の測定・管理方法について、「騒音・振動管理規定」を

作成し運用を行っています。 

騒 音 測 定 の 様 子  

土 壌 汚 染 対 策  

当社（国内子会社を含む）では、保有・使用する土地および

新規購入する土地の土壌汚染防止を図り、適正に管理

するために、「土壌汚染防止規定」を作成し運用を行って

います。 

土 壌 サ ン プリン グ の 様 子  

ＶＯＣ排出量の削減（粉体塗装） 

大 気 汚 染 対 策  

当社子会社のスターメタル（株）では、機械事業部のＣＮＣ

自動旋盤の板金部品の塗装作業に、有機溶剤を使用しない

粉体塗装を採用し、製造段階での環境負荷の低減を図りま

した。 

「粉体塗装」は、環境に配慮した塗装方法として注目されて

いる技術です。従来の溶剤塗装は、液体塗料とシンナーを

使用しますが、粉体塗装では、粉末状塗料を塗装機で帯電さ

せて噴霧し、製品に付着させた後、加熱して定着させる塗装

法です。 

環境効果として、大気汚染物質（ＶＯＣ）の排出を半減し、産

業廃棄物の１／３を削減することが可能となります。 

粉 体 塗 装 の 様 子  

蛍 光 Ｘ 線 分 析 装 置 の 導 入  
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これまでの調査により、当社所有の建物（子会社を含む）の一部にアスベストが使われていることが

確認されているため、定期的に建材分析・気中濃度分析調査を行なっています。 

こうした分析調査において、当社（子会社を含む）における

アスベストの気中濃度は外部環境と同じレベルであり、

石綿の飛散はないことを確認していますが、今後とも定期

確認を継続していきます。 

なお、アスベストの含有が確認された部位の改装・解体等の

際には、適切な処置が必要となりますので記録を保存します。 

当社所有建物の調査報告・対応 

気 中 濃 度 測 定 の 様 子  

過去に生産した当社製品に関して、組み付けられている一部の購入部品（パッキン、ブレーキ材）にア

スベストが含有していることが判明しましたが、アスベスト含有部材は密封または樹脂に含有している

ものであり、いずれも飛散する恐れのないものです。 

使用上においては人体への影響はありません。なお、現在生産されている当社製品に関しては、アス

ベストの含有はありません。 

当社製品の調査報告・対応 

ア ス ベ スト 対 策  

アスベスト（石綿）による健康被害が叫ばれているなか、当社においても、「石綿障害予防規則」に

従い、当社所有の建物・自社製品にアスベストが含有していないか調査を実施し、対応方法に

ついて検討を行いました。 

ＰＣＢ管 理  

当社（国内子会社を含む）では、「ＰＣＢ廃棄物特別措置法」に基づきＰＣＢを保管・管理しています。ま

た、ＰＣＢ保管および処分状況の届出についても毎年行っています。 

ＰＣＢ処理に関しては、「ＰＣＢ廃棄物特別措置法」で２０１６年までにＰＣＢ処理を完了することが義務付

けられています。国の計画によりＰＣＢ処理施設の整備が進められ、順次稼動している状況です。 

当社（国内子会社を含む）のＰＣＢ（対象機器：コンデンサー）については、既に委託処理の登録を済ま

せ順番待ちの状態となっており、今後のＰＣＢ処理施設の整備計画にあわせて処理を完了する方向で

進んでいます。 

工 場 解 体 へ の 配 慮  

２００８年１２月より本社工場のレイアウト変更に伴い、本社工

場３号棟の取り壊しが行なわれました。 

解体については、「石綿障害予防規則」に則って、また、現場

から発生した建設廃材については、「建設資材リサイクル法」

に則って、適切な処理を行いました。 

本 社 工 場３号 棟 解 体 工 事 の 様 子  
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環 境 に 配 慮 し た 製 品 作 り  

当社では、特機、コンポーネント、工作機械などの主力製品も、スペース、エネルギーすべてを小さくすることが環境配慮のひとつ

となると考えています。小型精密加工、組立をコアとする技術を活かし、製品の小型・薄型化および使用段階での環境への負荷低

減を推進し、積極的に省エネ･省資源設計を進めています。 

また、鉛フリー対応をはじめ、ＷＥＥＥ ＆ ＲｏＨＳ指令に対応するなど、環境に配慮した製品の開発を積極的に進めています。 

プ リン タ  

◎ＫＩＯＳＫ市場向けに、オープンフレームサーマルプリンタ 

「ＴＵＰ５００」シリーズを開発しました。 

◎本製品は、既存製品の部品共通化を最大限に設計配慮すること

で、金型流用率５５％（部品種で１０５点／１９０点中（電子部品を除

く））を達成し、省資源化を実現しました。また、部品共通化を図

りながら、一回り小さな製品のシリーズ化を実現することで、お客

様の省スペース設計にも対応可能となりました。 

◎更に、組立式ダンボールを使用した梱包箱の採用により、従来製

品に比べて２０％の梱包材使用削減を達成しました。 

ＴＵＰ５００【部品共通化・省スペース化・リサイクル対応】 

プリン タＴＵＰ５００ 

マ イク ロ フォン  

◎通信機器用の面実装型・角型のマイクロフォンとして、４

ｍｍ×３ｍｍサイズのＭＡＢ－０３Ａ－Ｔ－Ｄ１を開発しました。 

◎この製造方法では、基板を積層し、約５００個のマイクロ

フォンを一度に製造します。 

◎特徴としては、従来の丸型から角型とすることで、基板

部品の使用効率が従来の３３％から５９％にアップし、

廃棄する部分が大幅に削減されています。（弊社直径

４ｍｍマイクとの対比） 

◎更に、作業効率向上により、組立時間が３６％削減されています。 

ＭＡＢ－０３Ａ－Ｔ－Ｄ１【小型化・角型化】 

マ イク ロ フォン  Ｍ ＡＢ－０３Ａ－Ｔ－Ｄ１ 

ス テ レ オ ヘッド フォン  

◎ポータブルミュージックプレーヤー用途で市場が急拡大しているカナル型ステレオヘッドフォンＰＨ

－００２シリーズを開発しました。 

◎内部の発音体は、当社で開発されたバランスドアーマチュアレシーバー

を搭載しており、低消費電力で高効率の出力が得られます。 

◎特徴としては、従来品ＰＨ－００１シリーズに対し、全面的に設計を見直し、

接着剤の使用量を９０％以上削減することができました。これにより、接

着剤塗布工程の効率も上がり、品質が安定、ライン上の省エネにも貢献

しています。 

ＰＨ－００２シリーズ 

ステレオヘッドフォンＰＨ－００２ 
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ＣＮＣ自 動 旋 盤  

◎２００８年５月に販売を開始したＣＮＣ自動旋盤ＳＲ－２０Ｊシリーズは、当社製品の特徴である高剛性で

安定した精度の長時間連続加工を実現しています。特に短尺部品加工を得意とする「ＳＲ－２０Ｊｔｙｐ

ｅＮ」は、当社独自の主軸筒すべり案内面構造の採用と専用材料供給装置との組み合わせにより当

社の既存同シリーズ製品の残材長さ２０２ｍｍを最小で３５ｍｍまで短縮しました。材料の末端まで加

工することにより廃材の量を減らし、材料費削減を可能にしています。 

◎環境対応としては油圧装置の廃止と加工時間短縮によ

り「ＳＲ－２０ＪｔｙｐｅＣ」は当社の既存同シリーズ製品と

比較して製品１個当たりの消費エネルギーを５１％削減

しました。 

◎ＲｏＨＳ指令にも積極的に取り組み、機械本体の９９％の部

品をＲｏＨＳ対応品としました。 

◎外装の板金部品には有機溶剤を使用しない粉体塗装を採

用し、製造段階での環境負荷の低減を図りました。 

ＳＲ－２０Ｊ【省エネ・環境対応】 

ＣＮＣ自 動 旋 盤ＳＲ－２０Ｊ  

コ ン ピ ュ ー タ 解 析 に よ る 設 計 支 援  

◎当社では、線形／非線形解析をはじめとするＣＡＥ（コン

ピュータ解析による設計支援）手法を製品開発に積極的

に導入しています。 

◎これにより開発段階での試作回数の低減による省エネ・

省資源化が可能となり、さらに製品段階でのより少ない

材料で機能を実現することによる省資源化も可能と

なりました。 

ＣＡＥ【省エネ・省資源】 



社 会・環 境 報 告 書 発 行 に つ い て  

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｒ－ｍ．ｊｐ／ｃｏｍｐａｎｙ／ｃｏ０５．ｈｔｍ 環境活動・・・・ 

当 報 告 書 の 内 容に関 するお問い 合わ せは下記までお願いします。 

スター精密株式会社 管理本部 総務人事部 総務室 ＣＳＲ推進グループ 

ＴＥＬ．０５４－２６３－１３０２　ＦＡＸ．０５４－２６３－１０５７ 

当社では２００２年より「環境報告書」を発行し、環境活動に関する情報公開を開始しました。 

２００７年度報告からは記載領域を環境分野だけでなく社会や経済分野における活動まで拡大し、

新たに「社会・環境報告書」として発行しています。 

なお、エネルギー節減・省資源など環境配慮の観点から、当社の「社会・環境報告書」は冊子発行をしていません。

本報告書はＰＤＦ形式で、当社公式ホームページにおいて公開しています。 




